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○「新しい経済政策パッケージ」、「骨太の方針2018」を踏まえ、次期通常国会への子ども・子育て支援法改正法案の提出に向けて検討

σ幼児教育の無償化の趣旨『→幼児教育の負担軽減を図る少子化対策、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性

、（1）幼稚臥保育所、認定こども園等

　　g．3N5歳：幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育、企業主導型保育’（標準的な利用料）の利用料を無償化

　　※新制度の対象とならない幼稚園については、月額上限2．57万円（注：国立大学附属幼稚園O．87万円、国立特別支援学校幼稚部0．04万円）まで無償化’

　　※開始年齢…源則、小学校就学前の3年間を無償化。ただし、幼稚園につしITは、学校教育法の規定等に鑑み、満3歳から無償｛ヒ

　　※各種学校については、幼児教育を含む個別の教育に関する基準はなく、多種多様な教育を行うており、またs児童福祉法上、認可外保育施設にも該当しない

　　　　ため、無償化の対象外。．上記以外の幼児教育を目的とする施設に？いては、乳幼児が保育されている実態がある場合、認可外保育施設の届出があれば、保育

　　　　の必要性のある子供については無償化の対象

　　※保護者から実費で徴収している費用（通園送迦費、食材料費、行事費など）は、無償化の対象外。食材料費については、保護者が負担する考え方を維持。

　　　3～5歳は施設による実費徴収を基本。低所得者世帯等の副食費の免除を継続し、免除対象者を拡充（年収360万円未満相当世帯）

　●　0～2歳：上記の施設を利用する住民税非課税世帯を対象として無償化

（2「）幼稚園の預かり保育

●保育の必要性の認定を受けた場合、幼稚園に加え、利用実態に応じて、月額i．13万円までの範囲で無償化

　　※保育め必要性の認定…2号認定又は2号認定と同等の認定（無償化給付のたあに新たに法制化）

　　※預かり保育は子ども・子育て支援法の一時預かり事業（幼稚園型）と同様の基準を満たすよう指導・監督

（3）認可外保育施設等　　　　　　　　’．

●　3～5歳：保育の必要性の認定を受けた場合、認可保育所における保育料の全国平均額（月額3．7万円）までの利用料を無償化

　　※認可外保育施設のほか、一時預かり事業、病児保育事業及びファミリー・サポートrセンター事業を対象

　　※上限額の範囲内において、複数サービス利用も可能。また、幼稚園が十分な水準の預かり保育を提供していない場合などには、幼稚園利用者が

　　　認可外保育施設等を利用する場合も無償化の対象　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　”　　　　　1
　※鎚府県等に届出を行し掴が定ti　s，可外保育施設の基準を満たすこと施要・ただレ鎚措置として5年間の猶予期間を設定

●　0～2歳：保育の必要1生があると認定された住民税非課税世帯の子供だちを対象として・月額4・2万円まで（i）利用料を無償化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　G



幼児教育無償化に伴う食材嫡（副食費）の取扱い○

　　　食材料費の取扱いについては、これまでも基本的に、実費徴収又は保育料の一部として保護者が負担
　　してきたことから、幼児教育の無償化に当たっても、この考え方を維持することを基本とし、以下のよ

　　うな取扱いとする。　　　　　　L　　　　　　　　　　　　　’

iO・号認定子ども（幼鵜等）．2号認定子ども（保育所等（、一，歳））は、主顛．副食費ともに、i

　l　施設による実費徴収（現在の主食費の負担方法）を基本とする。　（負担方法は変わるが、保護者がi
i　負担することはこれまでと変わらない。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

　l　　＞生活保護世帯やひとり親世帯等（※）については、引き続き公定価格内で副食費の免除を継続　i
　i　　　　する’（現物給付）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　i
i　　※生活保護世帯’里親市町村民税非課税世帯’ひとり親世帯’在宅障児がいる世帯の一部の子及び第3子以降i

i　　＞さらに、副食費の免除対象を拡充し、年収360万円未満相当世帯及び第3子以降とする。　　　i
　l　　　　※　詳細は4ページ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
iO3号認定子ども（保育所等（。一、歳））1よ鞭化が餌税非課税世帯に限定されるため、現行の取i

i　扱いを継続する。　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
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○ つ

i　年収360万円未満相当（f号：第皿階層、2号：第IV階層の一部まで）・の世帯の全ての子ども及び全所得階層のi
i第3子以降を対象に副食費を免除するとともに、相当額を公定価格の給付において加算する。　’・”　　　　　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，‘一一一一一一一一一………一

．…一…一一 ：一…ニー一…r……一…一一・．……一一一一一一一 ：一一一一一一一一一一…一一一…一一一…一…一一一一一一一≡一………一…一・一一一一…一一…＋・一…一一一一一一’

・ ．1号認定子ども　　　　　　　　．　．　．　　　．・2号認定子ども　”・
第1階層（生活保護世帯），　　　’　　i≡≡操椎…綱屡

第2階層（年収270万円未満相当）　　　　　’

　　　　　　　i：：：：嶽：≡亘：Xlll’蝋

第3階層（年収360万円未満相当）

うちひとり親世帯等

その他

第4階層（年収680万円未満相当）

第5階層（年収680万円相当以上）

第1子　　　第2子

lUll

‖

第1子 第2子

　　　　これまでも保育料が無償化され、副食費についても補足給付事業によ
　　　　り免除されており、引き続き給付費により免除する範囲

第1階層（生活保護世帯）、 羅・午 ∨　　　　　　　玩
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第3階層（．年収330万円未満相当）

　　　　　　撚運ヱ協　 ’獅’澱子繊
　　・　　　　　　　　　　　　　　　　，　　，，

iその他
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第4階層（年収360万円未満相当）＼
　　　　　　　ヂ；戦臓亘ぎ　　　　　　　ぎあ亘・’…

㌘毯子“
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第3子以降

第3字以降
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　第4階層（，年収470万円未満相当）

．・　　・　　．

第1子 第2子
　　　　ごξ第3子以降

第5階層（年収640万円未満相当） 第1子 第2子・ 　　　ノ第3子以降

第6階層く年収930万円未満相当） 第1子 第2子 第3子以降

第7階層（年収1，130万円未満相当） 第1子 第2子
1・第3子以降　　　　Y

第8階層（年収1，130万円相当以上） 第1子 第2子 第3子以降

雛＿．　　これまでも保育料が無償化されており．、引き続き副食費を免除する範囲

暢楓新・に副鰻・免除す・範囲

※　多子のカウント方法については、これまでの保育料の多子軽減と同じ取扱いとする。． ノ

1号 　　　　　　　　’2・3号
年収360万円未満相当 年齢に関わらず世帯の子の数による 年齢に関わらず世帯の子の数による

年収360万円相当以上 3歳～小学校3年生までの子 0歳～小学校就学前までの子 4


